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抄録

　大規模災害後には被災地の衛生状態の悪化や避難所の過密状態など環境要因が変化することにより，

感染症の流行が起きるリスクが高まる．通常，大規模災害発生後１週間目程度から感染症流行への懸

念が強調されることが多い．しかし，実際に大きな被害をもたらすような感染症の流行が起きること

はむしろまれである．したがって感染症発生のリスクを適切に評価し，感染症対策を実施していくこ

とが必要となる．また，感染症の流行を早期に検知し，適切な対応をすることが被害の拡大を抑制す

るために必要となる．早期検知には効果的なサーベイランスシステムが機能していることが条件とな

るが，災害後の困難な環境の中でサーベイランスシステムを構築することは容易ではない．通常，この

ような場合には症候群サーベイランスが行われるが，症候群サーベイランスには利点だけではなく問

題点もあり，大規模災害後に構築すべき最適なサーベイランスについては，今後の検討が必要である．

　２０１１年３月に発生した，東日本大震災後にも感染症の流行が懸念されていた．大きな健康被害をも

たらすような流行は幸いなかったが，インフルエンザやノロウイルスなどの流行はいくつかの避難所

でも見られていた．東日本大震災の際にも症候群サーベイランスを基本としたサーベイランスが行わ

れたが，その実施は遅れ，最も感染症発生リスクの高いと考えられた３月１１日の震災直後から３月下

旬までは系統的なサーベイランスは実施されていなかった．症候群サーベイランスだけに頼るのでは

なく，医療チームなどさまざまな情報源から感染症に関する情報を系統的に整理できるようなイベン

トベースサーベイランスの有効活用も考えるべきであったと考えられる．さらに，感染症だけはなく

公衆衛生全体の対応をする有効なシステムが東日本大震災以前には日本において確立していなかった．

大規模災害は今後も起こることが想定されており，そのような感染症を含めた公衆衛生対応のシステ

ムを早急に確立することが求められている．
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Abstract

　A risk of infectious disease outbreak increases after natural disasters due to deteriorating 
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I. はじめに

　大規模な自然災害後には，被災地での衛生状態が悪化

することや多くの被災者が避難所などの狭い空間での生

活を余儀なくされることなどから感染症の流行の危険性

が高まることが考えられる．メディアなどではこの危険

性が誇張して伝えられることが多いが，実際に大規模な

感染症の流行が起きることはむしろまれである [１]．大
規模災害後には感染症のリスクをきちんと評価し，感染

症への対応にあたる必要がある．また，早期の段階から

感染症の発生状況をモニタリングするサーベイランスを

立ち上げていくことも，正しい感染症への対応をするた

めに必須である．

　２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災では，その被

害が非常に広い範囲に及んだこと，医療機関や行政機関

も被災したことなどにより，支援がすべての被災地に行

き届くまでに相当の時間を要してしまった．また，感染

症の発生状況をモニタリングするためのサーベイランス

も初期段階にはほとんど機能しなかった．今後も，日本

においては大規模災害が起こることは確実であり，大規

模災害発生時の感染症対応の体制を見直していく必要が

ある．

II. 自然災害と感染症

１．自然災害発生後の感染症のリスク

　感染症の疫学や病態を規定する重要な要因として３つ

の因子がある．図１に示したような，微生物側の因子，

宿主因子，環境因子である．自然災害後に発生する感染

症は通常は被災地に以前から存在している微生物による

ものであり，通常は微生物側の要因が自然災害により大

きく変化することはない．ハイチでは，それまで長い間

コレラの流行が起きていなかったが，２０１０年１月に起き

たハイチ大地震の９か月後にコレラの大規模な流行が発

生し，その後も流行が継続し２０１２年１０月までに６０４,６３４
例の感染者，３２９,６９７例の入院例，さらには７４３６例の死
亡が確認されている [２]．これはコレラの原因菌である
Vibrio choleraeが，おそらく派遣された国連軍の兵士に
よって新たに持ち込まれたために大規模な流行が起きた
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environmental factors such as poor hygiene and congestion in evacuation centers. A concern about 
infectious disease outbreaks is raised usually about one week after a disaster. However, major outbreaks 
with a devastating health impact after a natural disaster are relatively rare. Therefore it is required to 
implement appropriate control measures against infectious diseases based on a proper risk assessment. 
It is also necessary to detect potential outbreaks as early as possible to minimize the impact of infectious 
disease outbreaks. Effective surveillance should be established for early detection of outbreaks, but it is 
not easy to establish such a system in disaster settings. Syndromic surveillance is often used in such 
settings, but there are pros and cons for syndromic surveillance and alternative approach should also be 
considered as infectious disease surveillance after natural disasters.
　There were some concerns about infectious disease outbreaks after the Great East Japan Earthquake, 
which occurred in March 2011. Although there were no major outbreaks in affected areas, there were 
some outbreaks of influenza and norovirus in evacuation centers. Syndromic surveillance was also 
implemented after the Great East Japan Earthquake. But it was implemented in a later stage, and no 
surveillance was functioning between March 11 and end of March, when a risk of infectious disease 
outbreaks was highest. Even-based surveillance, which utilizes the information from various sources 
such as emergency medical teams should have been considered. Moreover, there was no established 
public health response systems when the Great East Japan Earthquake occurred, which hindered early 
public health responses including those for infectious diseases. There is an urgent need to establish 
such a public health response system in Japan.
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図１　感染症の病態・疫学を決定する３つの因子



と考えられている [３]．この場合は自然災害を契機とし
て微生物側の要因が変化したことによる流行であったこ

とになる．しかし，このように自然災害発生後に被災地に，

それまでなかった微生物による流行が発生するというこ

とはまれであり，微生物側の因子は自然災害によって大

きく変わることは通常はない．自然災害後には，被災者

に大きなストレスがかかることや栄養状態が悪化するこ

となどから，宿主因子が感染症の発生に影響する可能性

も考えられるが，このような自然災害後の宿主因子が実

際の感染症の発生にどの程度影響しているかという明確

なデータは存在しない．公衆衛生システム全体も大きな

影響を受け，ワクチン接種率が低下し，集団の免疫レベ

ルが低下するなどといったことの方が宿主因子としては

重要であると考えられる．上記の３つの因子のうち，自

然災害後の感染症の発生リスクに最も大きな影響を与え

るのは，環境因子である．特に被災地では衛生状態が悪

化すること，避難所などでは狭い空間に多くの被災者が

密集して生活せざるを得ないことなどが感染症のリスク

を高める結果となる．このように自然災害後の感染症の

流行はほとんどの場合，自然災害の結果，二次的に起き

る衛生状態の悪化などによって起こり，このような感染

症の流行は被災後数日から数カ月以上経ってから起きる．

２．自然災害に関連して起きる感染症

　自然災害後に問題となる感染症をその感染経路別に一

覧にしたものが表１である．自然災害後の感染症の流行

として最も多く報告されているのは，水系感染症

（Waterborne Infection）の流行である [４]．下痢症の流
行は，安全な飲料水や食物が確保できなくなること，ト

イレの衛生状態の悪化，手洗いなどができなくなり個人

レベルでの衛生状態が悪化することなど環境因子の悪化

によって主に起きる．途上国では自然災害後のコレラや

赤痢の流行は深刻な問題である．自然災害後のウイルス

性胃腸炎の流行としては２００５年のハリケーン・カトリー

ナに関連して避難所で大規模なノロウイルスの流行が起

きたことが報告されている [５]．A型肝炎などの流行も
同じような要因で起きてくる可能性がある．日本ではほ

とんど問題になることはないが，東南アジアなどでは洪

水後にレプトスピラ症の大規模な流行が起きることが多

く報告されている [６]．空気感染（Airborne Infection）
や飛沫感染（Droplet Infection）として起こる呼吸器感
染症は，被災地の避難所などの密集した生活環境からそ

の流行のリスクが上昇することが考えられる．また麻疹

などは同じように密集した環境がリスクを上昇させると

いう以外に，災害により公衆衛生システムが機能しなく

なりワクチン接種率が低下することによってもリスクが

増大するということがあり得る [７]．節足動物媒介感染
症（Vector Borne Infection）も，しばしば自然災害後に
問題となる感染症である．これは媒介昆虫が増加するこ

とや，マラリアなどの場合には被災者が非流行地域から

流行地域に移動することによっても起こる [８]．また，
創傷に関連する感染症（Wound Infection）としては破
傷風が大きな問題となる．さらに，２００８年の四川大地震

後には，創傷に関連した，Clostridium perfringensによる
ガス壊疽が多発したことが報告されている [９]．

３．大規模災害と実際の感染症の流行

　大規模災害後には感染症の流行のリスクが増大するこ

とがマスメディアなどを通して誇張して伝えられること

が多い．当然，感染症の流行が起こるリスクはあり，実

際に感染症の流行は多くの場合起こるが，通常の範囲を

超えて大きな被害をもたらすような流行が起きることは

むしろまれである．前述のハイチ大地震に伴うコレラの

流行や，台風後のフィリピンでのレプトスピラ症の流行

など，多くの死者を伴う流行も報告されているが，この

ような流行が起きることはそれほど多くはない．これは

大規模災害後には国内外から人的・物的支援が迅速に提

供され，感染症対策を含めた公衆衛生対策が実施される
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表１　自然災害後に問題となる感染症

自然災害に伴いリスクが増大する理由主な疾患感染経路

密集した生活環境
安全な飲料水の確保ができない
洪水などによる環境汚染の増大
手洗いなどができないことによる個人
衛生（Personal Hygiene）の低下

コレラ，赤痢，ノロウイル
ス，A型肝炎，E型肝炎，
レプトスピラ症

水系感染
（Water Borne Infection）

密集した生活環境
手洗いなどができないことによる個人
衛生（Personal Hygiene）の低下
ワクチン接種率の低下（麻疹など）
宿主の免疫の低下

インフルエンザ，RSウイ
ルス，肺炎球菌，インフル
エンザ菌，麻疹，結核，髄
膜炎菌

空気感染・飛沫肝炎
（Airborne / Droplet Infection）

媒介動物の増加
密集した生活環境
非感染地域から感染地域への人の移動

マラリア，デング，日本脳
炎，ツツガムシ病

節足動物媒介感染症
（Vector Borne Infection）

災害に伴う受傷
創傷の処置の遅れ

破傷風，黄色ブドウ球菌，
連鎖球菌，嫌気性菌

創傷にともなう感染症
（Wound Infection）



ことにより，多くの場合感染症の流行が未然に防がれて

いるためであると考えられている [１]．むしろ，そのよ
うな感染症対策を実施することが非常に困難な内戦を伴

うComplex Emergencyの方が大きな被害をもたらす感
染症の流行が起きるリスクが高い [１]．このような例と
しては，ルワンダからの難民キャンプで１９９４年に起きた

コレラの流行 [１０] や南スーダンで２００４年に起きた麻疹
の流行などがある [１１]．

III. 東日本大震災と感染症

１．東日本大震災の際の被災地の状況と感染症発生のリ

スク

　東日本大震災後にも感染症の発生が報告されているが，

初期の段階に発生したレジオネラ症や破傷風など地震や

津波に直接関連した感染症を除くと，その多くは被災地

における環境の悪化がその発生に関与していたと考えら

れるものであった．東日本大震災は，近年の日本で経験

したことのないような災害であった．被災地域が非常に

広範に及んだことから，被災後かなりの期間にわたり十

分な支援の行き渡らない被災地が存在していた．そのた

め極度に衛生状態の悪化した避難所も見られていた．特

に断水が長く続いたことにより水洗トイレが使えない，

手洗い用の水が確保できないなどの問題が多くの被災地

に共通の問題であった（写真１，２）．また非常に多く

の被災者が津波により住むべき家を失ったことから，多

くの避難所で狭い空間で多くの被災者が生活するという

状況が続いていた（写真３）．このため当初から感染症
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写真２　避難所に設置された仮設のトイレ

写真１　避難所に設置された手洗い用の水



の流行の発生が危惧されていた．

　しかし，後述のようにこの時点で感染症の発生状況を

モニタリングできる十分なシステムは機能していなかっ

た．このため我々の教室（東北大学大学院医学系研究

科・微生物学分野）では仙台市およびその周辺でのイン

フルエンザの発生状況をモニタリングすべく独自の活動

を，３月１７日から開始した．仙台市急患センター・東北

大学病院・仙台市内の開業医の協力を得て，インフルエ

ンザの疑われる患者からの検体を採取するとともに避難

所などに派遣された医療チームにも検体の採取を依頼し

た．この結果，震災直後に仙台市とその周辺で流行して

いるインフルエンザウイルスはその大半がA（H３N２）で
あることがわかった（表２）[１２]．震災前の２０１１年１月
から２月にかけては２００９年にパンデミックを起こしたA
（H１N１）pdmが宮城県でも流行の主体であったが，それ
がA（H３N２）に移行していたことを示すものである．こ
のことはインフルエンザのリスクアセスメントをする上

で重要な情報であった．A（H１N１）pdmは感染の主体が

J. Natl. Inst. Public Health, 62（4）: 2013368
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写真３　避難所の状況

表２　仙台市およびその周辺での東日本大震災後のインフルエンザの検出

Samples collected
Viruses detected

Date
BA（H１N１）pdmA（H３N２）

６０２１２２１１th week
（３/１４-３/２０）

２８００２３１２th week
（３/２１-３/２７）

２７４０２０１３th week
（３/２８-４/３）

２５１０１８１４th week
（４/４-４/１０）

１９９０９１５th week
（４/１１-４/１７）

２１１５０４１６th week
（４/１８-４/２４）

７２４９０１２１７th week
（４/２５-５/１）

１６８０４１８th week
（５/２-５/８）

７４００１９th week
（５/９-５/１５）

２０００２０th week
（５/１６-５/２２）

２７７９２１１１２Total



若年層であり高齢者の感染は少ないことがわかっていた

が，A（H３N２）は高齢者が重症化しやすいウイルスとし
て知られている．東日本大震災の被災者の多くは高齢者

であり，A（H３N２）の大規模な流行が被災地で起きると
高齢者を中心に大きな被害をもたらすような流行につな

がる可能性があった．しかし我々が行ったサーベイラン

スでも断片的な情報しか得られなかった．しかし３月２０

日前後の断片的な情報から，A（H３N２）によるインフル
エンザの流行は宮城県南部を中心に起きている可能性が

高いことがわかってきた．このため宮城県の依頼を受け

て，県南部の被災地である岩沼市から亘理町・山元町に

至る地域のインフルエンザの状況の調査を３月２３日に

行った．この結果，福島県に接した山元町の避難所で特

にインフルエンザの流行が見られることがわかった．山

元町の流行の調査を行い，５つの避難所で総計１０５名の

感染者が確認された（図２）．流行は３月１８日から始ま

り，次々と異なる避難所に波及していったことがわかる．

ほとんどの避難所で初発例（Index case）は比較的若い
成人男性であった．これは支援者など外部の人との接触

の機会が多かった成人男性がまず感染し，その後感染が

避難所に広がっていった可能性を示唆するものである．

　東日本大震災後の感染症の状況を，被災後の時期別に

まとめると以下のようになる．まず，被災後１週間程度

までは急性呼吸器感染症などが急増していたことがわ

かっているが，これは特定の感染症の流行というよりは

暖房もない避難所などで生活をしていたという，被災直

後の被災地の厳しい環境のためであったと考えられる．

被災後１週間目ごろから一部の避難所でインフルエンザ

やノロウイルスといった感染症の流行が見られるように

なる．これは，この頃より一部の避難所の衛生状態が悪

化していったこと，支援者がこれらの感染症を避難所な

どに持ち込んでしまったことが関連していると考えられ

る．このような状況は被災後３－４週目にあたる４月上

旬まで続いていた．この時期が最も感染症流行の危険性

が高かった時期であったと言える．この後，４月上旬以

降は衛生状況もほとんどの避難所で改善していき，感染

症の流行のリスクは通常時と大きく変わらない状況に

なっていたと考えられる．

２．東日本大震災後の宮城県における感染症サーベイラ

ンス

　感染症の流行に適切に対応するためには，まず感染症

の流行をできるだけ早期に検知する必要がある．感染症

サーベイランスの目的の１つに，この流行の早期検知と

いうことがある．感染症の流行のリスクが増大する自然

災害後にも，被災地での感染症の発生状況をモニタリン

グするためのサーベイランスシステムをできるだけ早期

に立ち上げる必要がある [４]．
　日本においては平常時には，インフルエンザなどのモ

ニタリングには定点サーベイランスが行われている．こ

の定点サーベイランスは東日本大震災後の被災地では全

く機能しなかった．これは定点である医療機関やサーベ

イランスを行う保健所・衛生研究所なども被災したこと，

サーベイランス情報を送るためのインターネットや

ファックスなどの情報網も寸断したこと，医療機関を受

診するための手段も失われたことなどがその原因である．

これに代わる感染症モニタリングシステムとして宮城県

では避難所サーベイランスが３月１８日から行われていた．

　まず３月１８日に立ち上がった初期避難所サーベイラン

スは，政令指定都市である仙台市を除く３４の市町村を対

象として，３月１８日から５月１３日まで行われた．震災早

期に稼働したサーベイランスであり，途中に報告形式に

変更が加えられた．３月１８日から４月３日と，４月４日

から５月１３日までは報告の頻度と報告された感染症の項

目が違うので，別々に説明する．

　３月１８日から４月３日までは，各避難所の避難所名，
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図２　宮城県山元町の避難所でのインフルエンザの流行曲線
＊EC（A‐E）は５ヵ所の異なる避難所を示す



収容人数，報告者の名前と職種，急性呼吸器感染症と急

性消化器感染症の新規患者数および累積患者数が２つの

区分（中学生以下，高校生以上）に分けられて報告され，

あわせてその他の特記事項が報告された．この報告は各

市町村でまとめられた後に，県で最終的な集計がなされ

たが，避難所で報告ができる人的な余裕がない場合は，

保健所職員や宮城県の職員あるいはそれぞれの市町村職

員などによる巡回指導の際に報告書を作成し，それが県

で一緒にまとめられた．報告頻度は毎日と定められていた．

　これに対して４月４日から５月１３日までに報告は，各

避難所より報告される項目としては上記のものとほぼ一

緒であるが，急性呼吸器感染症，インフルエンザ，そし

て急性呼吸器感染症の新規患者数のみが報告された．報

告形態は毎日から毎週に変更され，参加する全避難所が

一週間ごとに，その週に発生した患者の数を報告する形

に変わっている．その報告は保健所ごとに統一フォー

マットを利用して自動計算された累積患者数とともに集

計された．報告頻度としては１週間毎の報告であったた

め，参加した避難所の割合が高かった．

　これに対して５月１０日から行われた，後期避難所サー

ベイランスは，５月１０日から１１月６日まで行われ，感染

症のモニタリングを主目的にしたサーベイランスであり，

感染症研究所が作成したフォーマットに基づくもので

あった．このシステムは，消化器症状，インフルエンザ，

呼吸器症状，発疹，神経症状，皮膚症状，創傷関連感染，

黄疸，死亡の９つの症候群を報告する症候群サーベイラ

ンスを基本としていた [１３]．このサーベイランスには，

２７市町村の２５６避難所が参加した．各避難所が直接イン

ターネットを使って感染研に報告できるプログラムが作

成され使われたが，インターネットが使えない避難所は

ファックスで保健所に報告し，保健所がインターネット

入力を代行する形でデータが収集された．４月の宮城県

サーベイランスと違って，避難所一つ一つが自発的に参

加するようになっており，報告頻度も避難所によって毎

日，毎週，随時とまちまちであった．

　図３に３月１８日から４月３日までに行われた初期サー

ベイランスの結果のうち３月３１日までのデータを示す．

呼吸器感染症の報告数および避難所あたりの報告数は３

月２５日および３月２６日にピークを迎えており，その後３

月下旬にかけては急速に患者数が減少していたことがわ

かる．

３．自然災害後の感染症サーベイランスのあり方について

　前項で見てきたように，東日本大震災後には感染症流

行のリスクが最も高く，感染症サーベイランスのニーズ

の最も高かった被災直後から被災後３－４週目にまでの

期間は，本格的な感染症サーベイランスは機能していな

かったことになる．自然災害もその被害の程度や範囲な

どが大きく異なり，東日本大震災の経験だけから今後の

感染症サーベイランスを考えていくことには問題もある

が，東日本大震災の経験から学びうる教訓について考え

ていきたい．

　自然災害後のサーベイランスとしては，一般に症候群

サーベイランス（Syndromic Surveillance）が行われる
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図３　宮城県における東日本大震災後の初期サーベイランスにおける疫学週ごとの症候群別患者報告数の推移
（３月１８日～３月３１日）



ことが多い [１４]．例えばインド洋大津波の際にも症候群
サーベイランスが行われ，流行の検知などに一定の役割

を果たしたことが報告されている [１５]．東日本大震災後
に感染症研究所が立ち上げたシステムも基本的には症候

群サーベイランスである．症候群サーベイランスは高度

な専門的知識を必要としないこと，検査を必要としない

ことなどから，迅速に感染症の流行を検知するためには

有用な方法であり，自然災害後だけでなく，オリンピッ

クなどの大規模なイベントの際や，バイオテロに対する

サーベイランスとして使われてきている [１６, １７]．しかし，
症候群サーベイランスにもいくつかの欠点もある．特に，

自然災害後の避難所で行う症候群サーベイランスとして

の欠点としては，その運用のためにはある程度の準備期

間を必要とすること，ファックスやインターネットと

いった報告のための報告手段を必要とすること，避難所

全体の感染症の発生状況を把握するためには避難所の担

当者が相当の時間を必要とすることなどが問題となる．

　実際に感染症研究所が症候群サーベイランスのシステ

ムを本格的に立ち上げたのは４月に入ってからであり，

その周知にさらに時間を要してしまっていた．症候群

サーベイランスを有効に活用するためには，災害が発生

する前にシステムが確立されているべきであったと考え

られる．さらにその上で保健所や市町村の担当者に対し

てのトレーニングなども事前に行われるべきであった．

また宮城県では被災地域が広範におよび，非常に多くの

避難所があったという問題もあった．宮城県内だけで最

大で１２００ ヵ所以上の避難所があり，その多くは小規模の
避難所であり，保健師や看護師といった医療専門職が常

駐していない避難所がほとんどであった．宮城県でも津

波により壊滅的な被害を受けた沿岸部からの被災者を受

け入れていた内陸部の避難所では医療専門職が常駐して

いる避難所も多く，症候群サーベイランスの運用も比較

的スムーズに行われた．一方で被災地に点在する小規模

な避難所が多かった沿岸部では症候群サーベイランスを

実施することは困難であった．また，症候群サーベイラ

ンスを実施するにあたっての，担当者の負荷も十分に考

慮する必要がある．避難所の運営主体は市町村であり，

避難所での症候群サーベイランスを実施した場合，被災

地の市町村の保健師が，通常その運用を担当することに

なる．しかし，被災地の保健師は非常に多くの仕事を抱

え疲弊しきっており，新たなサーベイランスを実施する

ことが困難な状況であった．このことが宮城県で症候群

サーベイランスの運用が遅れた大きな理由であった．こ

のような状況下で症候群サーベイランスを実施するので

あれば，それを担当する人員の応援派遣なども考慮され

るべきであったと考えられる．

　それでは被災後早期の段階に感染症をモニタリングす

るためのシステムとしては他にどんなものが考えられる

のであろうか．感染症流行の早期警戒システム（Early 
Warning System）として近年新たに考えられている概
念として，イベントベースサーベイランス（Event-base 

Surveillance）という考え方がある [１８, １９]．疾病サーベ
イランスや症候群サーベイランスといったCase-base 
SurveillanceあるいはIndicator-base surveillanceでは患者
の数を数えることを基本としているのに対して，イベン

トベースサーベイランスでは流行を示唆するような事象

（イベント）が起きている場合に報告することを基本と

している．例えば症候群サーベイランスでは感染性胃腸

炎の患者が何人いるかということを報告するのに対して，

イベントベースサーベイランスでは感染性胃腸炎の集積

があるということ（正確な患者数は問わない）を迅速に

報告することで流行の早期検知を図ろうとするものである．

　東日本大震災の際には，阪神・淡路大震災の教訓から

緊急医療チームを早期に派遣する体制は整っており，震

災後数日以内にはほとんどすべての被災地に医師を中心

とする医療チームが派遣されていた．多くの場合，医療

チームはインフルエンザの迅速診断キットなども持参し

ており，被災地での感染症の発生状況についても相当量

の情報を把握していた．例えば，石巻地区では石巻日赤

病院が中心となり，避難所のアセスメントを早期の段階

から行っており，その中にはインフルエンザなどの発生

状況についての項目も含まれていた．問題はこのような

感染症の情報が感染症対策にあたる行政側で解析し十分

に活用することができなかったということである．これ

以外にも，報道機関や被災地で早期から活動していた医

療チーム以外の支援団体も，感染症の状況を把握できる

ような情報を持っていたはずである．このようなさまざ

まな情報源からの情報の中から感染症に関わる情報を拾

いだし，流行が起きている可能性がある場合にはそれを

確認し（Outbreak Verification）必要な対応をしていく
というのがイベントベースサーベイランスの基本となる．

少なくても被災直後の症候群サーベイランスが立ち上が

るまでの感染症モニタリングの空白を埋めるためにはイ

ベントベースサーベイランスを活用することが必要にな

る．最近，広く使われるようになり東日本大震災の際に

もその有用性が示されたTwitterなどの新たな情報伝達
手段も，自然災害後の感染症モニタリングに有用である

可能性がある．

　症候群サーベイランスを含めて東日本大震災後に行わ

れた感染症サーベイランスのほとんどは避難所のみを対

象にしていたが，それで十分であったのかという問題も

ある．被災直後は被災者の多くが避難所で生活をしてい

たが，ライフラインが回復するに従い多くの被災者が自

宅に戻っていた．宮城県でも最大で３月１４日に３２０,８８５
人に達した避難所の被災者数も３月３１日は７１,３６３人まで
に減っていることがそのことを示している．東日本大震

災後のサーベイランスはそのほとんどが避難所のみを対

象としており，このような在宅被災者の状況はほとんど

モニタリングされていなかった．実際に多くの被災者が

自宅に戻っていた４月以降には避難所サーベイランスを

並行して，在宅被災者を含めた被災地全体の感染症の状

況を把握できるようなサーベイランスも考慮するべきで
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あったと考えられる．具体的には，この時期には被災地

でも診療所の機能が回復してきているか，機能する診療

所のないところでは仮設診療所や救護所が開設されてい

た．このような在宅被災者を含めて広く診察を行ってい

る医療機関を定点として通常の定点サーベイランスに近

いサーベイランスを立ち上げることは可能であったはず

である．医師が診察を行い，迅速診断キットなども使え

る状況を考えるとかなり精度の高いサーベイランスがで

きた可能性がある．

IV. 東日本大震災の際の感染症を含めた公衆衛
生全体の対応

　阪神・淡路大震災の経験に基づき，大規模自然災害の

際の緊急医療支援に関する体制はかなりの程度整備され

ており，東日本大震災でもこの体制が有効に機能し，緊

急医療支援は早期の段階から広い地域で行われていた．

しかし，地震による家屋の倒壊などが被害の主体であっ

た阪神・淡路大震災と異なり，津波がその被害のほとん

どを引き起こした東日本大震災では外傷などの救急医療

を必要とする被災者はそれほど多くなく，避難所での高

齢者への対応や衛生状態の悪化など公衆衛生上の課題が

早期の段階から大きな問題であった．しかし，このよう

な公衆衛生上の課題に対応するシステムが十分に整備さ

れていなかった．特に，市町村や保健所といった本来公

衆衛生の対応を担うべき機関が被災した地域では誰が公

衆衛生対応を担うのかという根本的な問題があった．こ

のように保健衛生システム全体が完全に麻痺してしまう

ような事態は世界的に見るとそれほどまれではない．そ

のような事態への対応をまとめた世界保健機関（WHO）
のガイドラインも存在する [２０]．このガイドラインに書
かれている基本は，早期の段階で迅速評価（Rapid 
Assessment）を行い，それに基づいて短期および中長
期的な計画を作成し，それを実施することにある．迅速

評価は限られた情報しか収集できない場合もあり，対応

を実施していく中で新たな課題が出てくることもよくあ

ることである．このため評価（アセスメント）はその後

も，継続して行う必要がある．このような系統的な評

価・計画・実施といったサイクルが十分に機能しなかっ

たことが東日本大震災に対する公衆衛生対応の大きな問

題であった．東日本大震災のような大規模な災害の際の

公衆衛生対応の体制を早急に構築していく必要がある．
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